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本会選奨規程第 9条イ号（電子工学及び情報通信に関する新しい発明，理論，実験，手法などの
基礎的研究で，その成果の学問分野への貢献が明確であるもの），ロ号（電子工学及び情報通信に
関する新しい機器，または方式の開発，改良，国際標準化で，その効果が顕著であり，近年その業
績が明確になったもの），ハ号（電子工学及び情報通信並びに関連する分野において長年にわたる
教育の質向上に資する教育施策の遂行，教育の実践（教育法，教材等の開発を含む），著述及びそ
の普及を通じて，人材育成への貢献が明確になったもの）による業績に対し，下記の 7件を選び贈
呈した．

情報理論的に最適な符号構成の先駆的研究

受賞者 山本博資

1948 年に C.E. シャノンによって創始された情報理論
は，通信，データ圧縮，データ暗号化などの基礎理論で
あり，今日の情報化社会の信頼性や安全性のための理論
的基盤の一つとなっている．受賞者は，情報理論分野で
長年活躍している研究者であり，情報理論における種々
の問題設定に対して優れた理論解析を行い，最適な符号
の構成を論じている．特に情報理論的セキュリティの研
究では，国内の先駆者として研究をけん引する役割を果
たしてきた．
受賞者の代表的な研究業績として挙げられるのは，秘
密分散法に関する一連の研究(1)～(4)である．秘密分散法
は，1979 年に Shamir と Blakley によって独立に提案さ
れた，一つの秘密情報をシェアと呼ばれる n個の分散
情報に変換して安全に管理する方式である．秘密分散法
では，任意の k個以上のシェアから秘密情報が復元さ
れ，どんな k−1個以下のシェアからも秘密情報が一切
漏れないという性質を持つ，(k, n)しきい値法を考える
ことが多いが，(k, n)しきい値法ではシェアのビット長
を秘密情報のビット長以下にできないことが知られてい

た．受賞者は，k−L個以上のシェアから段階的に秘密
情報が漏れることを許した (k, L, n)しきい値法を考え
ることにより，シェアのビット長を秘密情報のビット長
の 1L倍にできることを明らかにした(1)．こうした秘
密分散法はランプ型秘密分散法と呼ばれることも多い
が，本方式は文献(5)に先んじて本会研究会で発表さ
れ，その後本会論文誌に掲載された．文献(1)で提案さ
れた秘密分散法の「強い安全性」と「弱い安全性」の 2
種類の安全性基準は現在では標準的なものとなり，平成
21 年度の本会論文賞を受賞した論文(4)でも，盗聴に対
して強い安全性を持つネットワーク符号の構成が論じら
れた．
受賞者はまた，安全性が要求される種々の通信システ

ム（文献(6)，(7)など）において，ある安全性基準を
達成できる最適なレートを議論している．特に文献(6)
では，送信者と受信者が鍵を共有しているときに，送信
者が無記憶情報源の出力を，盗聴者が存在する雑音のあ
る通信路を通して，許容できるひずみ D以内で受信者
に伝送する問題を扱っている（図 1）．受賞者は，盗聴
者が最良の復号器を用いて復号しても情報源出力とのひ
ずみが一定値 D 以上になるという安全性基準を考え，
暗号文及び鍵のレートの達成限界を求めることに成功し
た．本論文は，盗聴通信路の問題と有ひずみ符号化を関
連付けた独創的な成果として被引用件数も多い．
受賞者は，情報源符号化の分野においても先駆的な研

究を行っている．近年，受賞者は，AIFV 符号（Al-
most-Instantaneous Fixed-to-Variable Length Code）
という複数の符号木を使った優れた可変長符号を提案し
ている(8)．定常無記憶の情報源が出力するシンボル列を
符号化するとき，平均符号語長を最小にする符号として
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ハフマン符号が広く知られている．ところが AIFV 符
号を用いると，ハフマン符号よりも平均符号長が真に小
さくなることがしばしばある．二元ハフマン符号では，
一つの完全二分木の葉に情報源シンボルを割り当てる
が，二元 AIFV 符号の場合は，用いる二つの二分木の
内部節点にも情報源シンボルを割り当てることができ，
効率的な符号構成が可能になる（図 2）．本結果は，ハ
フマン符号が平均符号長最小の符号であるという常識を
覆す，独創的な研究成果として，国内外の注目を集めて
いる．情報源符号化における受賞者の他の業績として，
LDPC 符号を用いた符号器によりレートひずみ限界が漸
近的に達成できること(9)，Burrows-Wheeler 変換を用
いたデータ圧縮アルゴリズムの漸近最良性を示したこ
と(10)などが挙げられる．
以上の業績は極めて顕著であり，本会業績賞にふさわ

しいものである．
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図 1 ひずみを許すシャノンの暗号システム

図 2 ハフマン符号とAIFV 符号



新世代コンピュータアーキテクチャに関する
研究開発

受賞者 坂井修一

コンピュータは，言うまでもなく情報社会で最も重要
な機器であり，受賞者は，汎用超並列コンピュータを世
界に先駆けて提案・開発した主要な一人である．計算と
通信を自然に融合した計算モデル及びコンピュータアー
キテクチャを考案・提唱し，これを，高並列コンピュー
タ EM-4（図 1），超並列コンピュータ RWC-1（図 2）
など実機の開発・稼動によって検証した．また，相互結
合網としてサーキュラオメガ網，CCCB 網などを提案・
実装し，更に網を用いた負荷分散方式を提案・実装し
た．これら全く新しいモデル・処理方式の提案・実装に
よって，真に効率良く生産性の高い高並列処理が実現で
きることが世界で初めて示された．また，VLSI チップ
内の処理方式として，マルチパス並列処理・マルチス
レッド処理の効率化・省電力パイプラインなどを提案
し，これらに基づくプロセッサを考案・実装・評価して
有効性を検証した．
これらの研究成果は，トップコンファレンスの
ISCA, MICRO や欧文誌で数多く発表され，国内外で顕
著な業績として認められた．この業績に対して受賞者

は，日本 IBM 科学賞（1991）・市村学術賞貢献賞
（1995）・IEEE 最優秀論文賞（ICCD ’95）・科学技術庁
注目発明（1996）・SUN Distinguished Speaker Award
（1997）・情報処理学会論文賞（1991）など多くの賞を受
けている．また，同分野での長年にわたる貢献に対し
て，本会フェロー（2011），情報処理学会フェロー
（2010）の認定を受けた．更に，これらを通じて得られ
た見識は，「コンピュータアーキテクチャ（電子情報通
信レクチャーシリーズ）」（コロナ社，現在 15 刷），「論
理回路入門」（培風館），「実践 コンピュータアーキテ
クチャ」（コロナ社）の 3 冊の教科書，著書「IT が守
る，IT を守る 天災・人災と情報技術」（NHK ブック
ス，大川出版賞受賞），「知っておきたい 情報社会の安
全知識」（岩波ジュニア新書）などにも示されている．
また，受賞者の指導学生は IEEE 優秀若手研究賞など

を多数受賞している．
近年，受賞者は，情報システムの信頼性・安全性を高

める技術の重要性に着目し，JST CREST において 2 期
10 年にわたる大規模研究開発（「ディペンダブル情報処
理基盤」（2002～2008）及び「アーキテクチャと形式的
検証の協調による超ディペンダブル VLSI」（2007～
2013），セコム科学技術振興財団助成研究「情報法学・
マネジメント論と侵入防止技術の融合による超セキュア
情報システム」（2013～2017）を研究代表として行って
いる．特に，プログラム監視アーキテクチャによる耐ア
タック技術，論理ブロック単位の細やかな冗長化による
耐エラー技術，整合性保持アーキテクチャによる耐タン
パ技術などをそれぞれ新規に提案し，試作機によってこ
れを検証し，また，これらを制御する管理機構を設け
て，高安全化と高信頼化を統一的・合理的に扱えるよう
にし，プロセッサ全体を「超ディペンダブルプロセッ
サ」として実装した点は，特筆に値する．これらの成果
は，代表的な国際会議や本会論文誌などで発表して注目
を集めている．
以上述べたように，コンピュータアーキテクチャの分
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野における受賞者の先駆的・総合的な業績は，情報シス
テムの基盤技術を構築する上で，極めて重要な学術的貢
献をなしており，本会業績賞にふさわしいものである．
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超高速・高出力・高感度フォトダイオードの
先駆的研究

受賞者 石橋忠夫

受賞者 中島史人 受賞者 村本好史

今日のインターネットの普及は，光通信技術の不断の
技術革新に支えられている．光通信の大容量化のために
ボーレートを高速化するほか，波長多重方式など様々な
多重化技術が開発されてきた．この光通信の送受信部を
担うキーデバイスの一つに，ファイバ伝送後の光信号を
電気信号に変換するフォトダイオード（PD）があり，
それぞれの通信方式に応じた高速化・高出力化・高感度
化が必要とされてきた．
PD においては，光吸収層で光を受けると電子と正孔

が発生し，それらが移動して電気信号として出力され
る．従来，電子に比べ正孔の移動速度が遅いことが高
速・高出力化の足かせになっていた．受賞者らは，1990
年代後半に，光吸収層に p 形半導体を用いることによ
り，遅い正孔の移動をなくして，光電変換を飛躍的に高
速・高出力化できる原理を発案し，単一走行キャリヤ
フォトダイオード（UTC-PD）として実証した．これ
により 300 GHz を超える超高速動作の PD を実現して
いる．更に高出力特性を活用し，PD の出力で直接光変
調器を駆動する光ゲートに応用できることも示した．
更に UTC-PD をベースに，高速性と高感度性が両立
するように，p 形半導体とノンドープ半導体を組み合わ
せた光吸収層を有する Maximised Induced Current
（MIC）型 PDに発展させた．このUTC-PDの派生素子
とその設計技術は，160 Gbit/s 級 ASK 方式，40 Gbit/s
級 DQPSK 方式，100 Gbit/s 級ディジタルコヒーレント
方式等の高速高感度受信機や，メトロ網や高速イーサ
ネットで使われることの多い感度増倍機能を有するアバ
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図 1 UTC-PDのバンド構造図



ランシ PDに適用・実用化し，光通信用受信機技術をけ
ん引している．
光通信への展開の一方で，受賞者らは，UTC-PD が，

ユニークな高速・高出力性能を有することに着目し，二
つの周波数の異なる光を重畳したビート光を光電変換す
ることで，高出力のテラヘルツ（THz）連続波を出力
できることを実証した．これにより，THz 連続波発生
源や，無線信号を重畳した光信号をファイバ伝送後に無
線信号に変換するファイバ無線送信機等に応用展開さ
れ，THz イメージングや計測器分野にも貢献した．そ
の結果，数多くの研究機関が UTC-PD とその派生技術
に追随し，学術分野への貢献も顕著である．
以上のように，受賞者らは UTC-PD を世界で初めて

提案・実現し，その後も光通信用の受信機や THz 波発
生・応用の学術分野をけん引してきた．受賞者らの功績
は極めて顕著であり，本会業績賞にふさわしいものであ
る．
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図 2 UTC-PD関連の研究分野の発展



高速無線LANにおける
Multiple-Input Multiple-Output（MIMO）

技術の研究と実用化

受賞者 青木亜秀

受賞者 足立朋子 受賞者 行方 稔

近年，無線 LANはスマートフォンやタブレット端末
などに標準搭載されており，コンシューマ向けの通信方
式として確固たる地位を確立している．1990 年代に

IEEE で無線 LAN 規格 802.11 と，その拡張規格である
802.11b が策定され，無線 LAN機器が普及を始めたが，
更なる高速化に向けてMIMO 技術の導入が有望視され
ていた．MIMO 技術は複数アンテナで無線フレームを
並列伝送することでその並列度に比例した高速化が可能
であるが，それを無線 LANに適用し高速な伝送レート
を得るには幾つかの本質的な課題があった．受賞者らは
それらの課題を世界に先駆けて解決し規格に盛り込むこ
とによって，MIMO技術による高速無線 LANの普及に
貢献した．
通常，MIMO 技術においては，送信機と受信機の発

振器のずれを補正するためのパイロット信号を送信す
る．1 アンテナのみを用いる場合とは異なり，複数のア
ンテナから送信される電波が相関によって相殺されるエ
リアが生じるため，想定される通信範囲の全領域をカ
バーできない現象が起こる．受賞者らは周波数ごとにパ
イロット信号のアンテナ間の位相を系統的にずらすこと
で，この問題を解決した（図 1(a))(1)～(3)．従来方式で
のエリアカバー率は 16% だったのに対して，提案方式
の採用によりエリアカバー率はほぼ 100% を達成し(4)，
無線 LAN において MIMO 技術を採用し，高い伝送
レートを実現できるようになった．
一方で，従来の物理パケットのフレーム構成をそのま

まMIMO 技術に適用した場合，複数のフレームの送受
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図 1 高速無線 LANにおけるMIMO技術



信において，送信物理ヘッダ，フレーム間隔，応答フ
レームの時間によるオーバヘッドで伝送レートが向上し
ても体感される実効速度は頭打ちになってしまう（図 2
青線）．そこで受賞者らは，複数の送信フレームを連接
して一つの物理パケットに集約することで高効率化を図
るとともに，これに対応する応答フレームも一つに集約
することで，受信ステータス管理の負荷を大幅に軽減す
る方式を提案した．この方式ではフレーム集約と逆の手
続きであるフラグメント処理を省略しているので，負荷
軽減とともに受信ステータスフィールド長を短縮し，効
率化することができる（図 1(b))(3), (5), (6)．これにより，
100 Mbit/s 超の実効速度が実現できるようになった
（図 2赤線)(7), (8)．
本技術は，無線 LAN の世界標準規格である IEEE
802.11n(9)及び IEEE 802.11ac に採用されるとともに，
現在標準化作業中である次世代無線 LAN 規格，IEEE
802.11ax にも採用されている．更に，これらの規格に
は，受賞者らが考案した既存の端末との共存を可能にす
るプリアンブル信号や，高効率を確保するための加入端
末制限方式も盛り込まれた．
受賞者らは，IEEE 802.11n, IEEE 802.11ac に対応し

た，無線 LAN ベースバンド LSI，アナログ無線機能を
備えた無線 LAN ワンチップ LSI 及び無線 LAN 搭載
SD メモリカードの製品化にも貢献した．また，IEEE
802.11ax 規格ドラフト対応の LSI の開発にも参画し，
2018 年 2 月には共著者として ISSCC 2018 にて世界初の
IEEE 802.11ax 対応 LSI を発表した(10)．
市場調査によれば当該無線 LAN規格は，2016 年には

27.2 億台の製品に搭載されており，2021 年には 33.6 億
台となる見込みである．本技術は，オフィスや家庭にお
ける無線 LAN 利用の促進に，更には公衆無線 LAN の
普及に大きく貢献しており，今後は，本技術の IoT 分
野などへの展開が大いに期待される．なお，関連技術に
関して受賞者らは，関東地方発明表彰神奈川県発明協会
会長賞（2012 年），電気学会電気学術振興賞進歩賞
（2014 年），科学技術分野の文部科学大臣表彰若手科学
者賞（2015 年），関東地方発明表彰発明奨励賞（2015
年），市村産業賞貢献賞（2016 年）を授与されるなど高
く評価されており，その貢献は本会業績賞にふさわしい
ものである．
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図 2 高速無線 LANにおけるMIMO技術による効果



スマートメータ用無線通信システムに関する
研究開発・標準化・実用化

受賞者 原田博司

受賞者 児島史秀 受賞者 神田 充

電気，ガス等ライフラインに通信機能付きのメータを
設置し，自動検針遠隔遮断，課金等の効率的な利用制御
を可能とするシステムが，スマートメータリングシステ
ムである（図 1）．このスマートメータに搭載する無線
機は導入当初様々な検討が行われており，屋外に設置す
るスマートメータ間の通信においても十分なエリア
（1 km以上）を確保でき，低消費電力であり，各メーカ
間で相互接続性があり，かつ国際標準化されたものが求
められた．しかし，その当時そのようなものは存在せ
ず，通信機能部の低廉化が実現されていなかった．
受賞者（原田，児島）は，通信距離 1 km 以上を実現
し，電池による数年から 10 年程度のオペレーションが
可能な物理層フレーム構成，低消費電力MAC層方式を
研究開発し，国際標準規格 IEEE802.15.4g，4e 規格，
ANSI/TIA-4957 規格として国際標準化した．当該標準
規格において多くの技術貢献を行い，特に受賞者（原
田）が提案したフレーム同期符号は強制規格として採用

された．現在このフレーム同期符号は，IEEE 802.15.4g
準拠の全ての無線 IC に搭載されている．受賞者（原
田・児島）はこの IEEE802.15.4g，4e に準拠した小形
省電力無線機の開発に 2012 年 3 月に世界で初めて成功
し た（図 2 (a)）．加 え て 受 賞 者（原 田）は，IEEE
802.15.4g 規格及び TIA TR-51 規格を制定する標準化
委員会において，副議長等要職に就き運営でも国際標準
に貢献した．
受賞者らは，更に同規格を用いた無線システムに対す

る技術仕様，相互接続試験仕様を策定，認証する機関で
あるWi-SUNアライアンスを日本発で立ち上げ，同規格
の普及促進を自ら行った．同アライアンスは 2012 年に 9
社で構成されていたが，2018 年 1 月時点で全世界 170 社
を超える企業で構成されている．同アライアンス内にお
いては，スマートメータと企業や家庭内（宅内）エネル
ギー管理システムとの間（HEMS）の無線通信用（これ
は電力会社では B ルートと呼ぶ）のWi-SUN 通信規格
を作るワーキンググループを立ち上げ，物理層，MAC
層のみならず通信認証を含むネットワーク層以上の仕様
も主体的に策定した．受賞者（原田及び神田）は，それ
ぞれ同ワーキンググループの議長及びテクニカルエディ
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図 1 スマートメータリングシステムの概要

図 2 IEEE 802.15.4g 及び IEEE 802.15.4e を搭載した無線機



タを務めた．また，2014 年 1 月に世界初のWi-SUN ア
ライアンス認証無線機の開発に成功した（図 2(b)）．
受賞者らはこれに加え，電力メータ向けの技術基準適
合性，相互接続性のあるWi-SUN 規格を，情報通信委
員会（TTC）JJ300.10 として国内標準化した．この
Wi-SUN 規格は，全国の電力会社が整備中のスマート
メータと企業や家庭内（宅内）エネルギー管理システム
との間（HEMS）の無線通信方式として採用されること
が経済産業省 JSCA により決定され，2013 年 10 月に
2,700 万台のメータを有する東京電力株式会社のスマー
トメータリングシステム（Bルート）に採用された（図
2(c)）．同社においては，B ルートのみならず，メータ
間を接続してネットワークを構築する Aルートにおい
ても IEEE 802.15.4g 規格が採用されている．その後こ
の IEEE 802.15.4g をベースとするWi-SUN 規格は全国
の電力会社に採用され，2016 年度終了時点でWi-SUN
搭載のスマートメータは 2,000 万台以上が導入され，今
後 8,000 万台まで導入される予定である．また，Wi-
SUN 通信規格搭載通信モジュール及びモジュールを搭
載 IoT 用ゲートウェイは商用化され，一般販売されて
いる．これらの成果は，文部科学大臣表彰科学技術賞

（2014），内閣府産学官連携功労者表彰総務大臣賞
（2014）など高く評価されている．
以上，受賞者らは，スマートメータ用無線通信システ

ムに関して研究，開発，国内，国際標準化，商用化を完
全に行い，数千万を超えるスマートメータ用の無線機市
場新規創出に多大な貢献をしており，その業績は誠に顕
著なものがあり，本会業績賞にふさわしいものである．
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複数ベンダのEPCソフトウェアが動作可能な
ネットワーク仮想化技術の商用化

受賞者 音 洋行

受賞者 内山靖之 受賞者 尾花和昭

スマートフォンの急速な普及により，データ通信トラ
ヒックの増大が続いている．また，SNS，映像配信，e
コマース，スマートメータ等，様々なビジネスのモバイ

ル対応が進んでいる．5G，IoT 時代を見据えてこれら
のトレンドはますます加速することが想定される．この
ような状況の中，大規模災害にも強く社会インフラとし
ての信頼性を確保すること，また，産業のディジタル変
革を支える通信インフラとして，いつでもつながるネッ
トワークサービスをリーズナブルなコストで提供するこ
とは，通信キャリヤの多くが共有する課題である．受賞
者らは上記課題を解決するため，図 1に示すように，通
信キャリヤのネットワークに対して仮想化技術を適用す
るネットワーク仮想化（NFV : Network Functions Vir-
tualisation）を商用化した．NFV は，ハードウェアリ
ソース（CPU ／メモリ／HDD）を論理的に統合・分割
してリソースプールとみなし，様々な通信ソフトウェア
を共用の汎用ハードウェア上で動作可能とする技術であ
る．これにより，通信混雑時に自動的に容量を追加する
ことでつながりやすさの向上を実現する．また，ハード
故障時においては二重化運転へ自動復帰することで高い
信頼性を実現できる．更に，新サービスを導入する際に
ハードの準備が不要となり迅速化が図られる．加えて，
専用ハードではなく市販機器を活用することで経済性が
向上する．
受賞者らは，ETSI ISG NFVにおいて，ネットワーク

仮想化の国際標準化を推進した．仮想ネットワークを管
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理・オーケストレーションするための参照アーキテク
チャの確立と関連レポートのリリースに寄与した．更
に，これまでに 350 件以上の寄書を提案・承認され，
Stage 2 の仕様書（8仕様書），Stage 3 の仕様書（2仕様
書）のリリースに貢献している．また，OPNFV（Li-
nux Foundation 配下）においても最上位メンバーの一
員として中心的な役割を果たし，仮想化プラットホーム
のリファレンス実装を推進した．
また，実用化においては，受賞者らは単一ベンダの実

証実験，複数ベンダの組合せ実証実験を通じ，技術的な
実現性を検証した．その後，国際標準に準拠して複数ベ
ンダのソフトウェアを動作させるため実装仕様を明確化
し，複数ベンダ EPC ソフトウェアが可能なネットワー
ク仮想化技術を 2016 年 3 月に世界で初めて商用化した．
本業績は NFV 市場における世界の先行事例となっ

た．NFV市場の年平均成長率は，2016 年以降，約 40～
50%と見込まれており（Signals and System Telecom社
調査レポート，2016.5，ABI Research 社メディアリ
リース，2017.5），キャリヤネットワーク変革のロール

モデルとなった．本実用化による移動通信業界への貢献
は大きく，受賞者らの功績は極めて顕著であり，本会業
績賞にふさわしいものである．
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アンテナ・伝搬における設計・解析手法
に関する教育活動への貢献

受賞者 手代木 扶

受賞者はアンテナ・伝搬分野における優れた研究者で
あり，衛星搭載マルチビームアンテナの研究開発により
平成 9年度本会業績賞を受賞している．
科学立国である日本において，その世界的な地位を維

持するためには，個々の分野の研究及び技術水準の向上
が重要であることは言うまでもない．受賞者はこの水準
向上のためには，それを支える裾野を広げることが重要
であると常々考えていた．富士山の頂は広大な裾野の広
がりによって支えられていることと同じである．本会は
各ソサイエティにそれぞれ多くの研究専門委員会があ
り，それらがほぼ毎月研究会を開催し，会員に広く研究
成果発表の場を提供しており，これが我が国の電子，情
報，通信分野の研究及び技術の水準向上に多大な寄与を
している．研究専門委員会は我が国独自の優れたシステ
ムではあるが，受賞者は，これが限られたアクティブな
研究者の活動の場になっており，より広い層の研究者や
技術者を引き込まなければ研究会の大きな発展は難しい
という問題意識を持っていた．これが研究の裾野を広げ
るということである．
そこで受賞者は，1993 年に通信ソサイエティアンテ

ナ・伝播研究専門委員会委員長に就任して以来，アンテ
ナ・伝搬分野に携わる大学の学生や企業の若手研究者，
技術者の専門能力向上のための新しいワークショップ
「アンテナ・伝搬における設計・解析手法ワークショッ
プ（以下 AP 研 WS）」を企画した．本WS の特徴の一
つは，当該分野の専門家で構成される実行委員会を設置
した上で，この委員会が受講者の立場に立って内容を精
査し，その結果をテキストに反映させることである．も
う一つはテキストを事前に受講者に配布し十分な予習を
経た後に講義に参加することを求めたことである．更に
必要に応じて受講者が持参したノート PCで電磁界解析
シミュレーションを実施したり機材を使って実験を行っ
たりして内容の充実を図った．第 1 回目の AP 研 WS

は 1994 年 11 月 24 日蔵前工業会館において開催された．
申込開始直後に 70 名の定員にすぐさま達するなど高い
期待が寄せられ，またその高い講義レベル及び完成度は
参加者に大好評を得た．AP 研WS は，それ以降基礎か
ら応用までの様々なテーマについてシリーズとして継続
的に開催されている．受賞者自身も 1999 年に講師を務
めている．2017 年 10 月までに計 78 回の AP 研 WS が
開催(1)されており，これまでの延べ受講者数は約 5,000
人に上る．その結果これまで学会で研究発表をしたこと
もなかった機関や企業からの参加や発表が次第に増え，
当初受賞者が目指した研究の裾野を広げることに成功し
た．
更に，この AP 研 WS には副次的な効果が幾つか生

まれている．ワークショップ講義用に作成されたテキス
トを基に，教科書となる技術書籍が合計 10 冊以上発刊
されている(2)～(12)．更に，AP 研 WS の一部は，海外，
特に発展が目覚ましいアジア諸国において，英語でも開
催されており，アジア諸国におけるアンテナ・伝搬及び
その関連分野の研究及び技術水準の向上に大きく貢献し
ている．このように，受賞者が創設したアンテナ・伝搬
分野におけるワークショップは，その後，同分野の若手
研究者に引き継がれ，我が国の本分野発展の礎となって
いる．
以上のように受賞者が創設した AP 研 WS 開催によ
る分野の裾野を広げる活動は確実に成果を上げており，
その先見の明と献身的な活動は業績賞に該当する極めて
大きな業績であると考えられる．
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